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一般財団法人 食品産業センター 

                  

                    
2020.4.8       

新型コロナウイルス感染症に関する情報 No９ 

 

  4 月 7 日、第２７回新型コロナウイルス感染症対策本部において安倍総理は

改正後の新型インフルエンザ等対策特別措置法（以下、特措法という）第 32

条第 1 項に基づき、「新型インフルエンザ等緊急事態宣言」を発令しました。 

これに先立ち、4 月 7 日午前中には「基本的対処方針等諮問委員会」（尾身

茂会長）から総理に「東京などで医療が危機的状況にある」との報告があり、

その意見を踏まえて、発令に至りました。また、発令に併せて基本的対処方針

についても見直しが行われました。併せて紹介します。 

 

また、7 日には、経済財政諮問会議での議論を踏まえ、臨時閣議が開催され、

「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」が決定されました。総額 108 兆

円となる過去最大の緊急経済対策を講じることとなりました。関連する農林

水産省関係予算も公表されていますので、併せて紹介します。 

 

なお、昨日付けで、食品産業センターの村上理事長から、消費者庁長官と農

林水産省食料産業局長宛に、「新型コロナウイルス感染症拡大に伴う食品表示

規制の運用緩和について」と題する要請書を提出しましたので、併せて情報提

供します。 

 

なお、世界的な感染拡大と国内での感染拡大に伴い、想定外の課題も生じて

くることが想定されますので、引続き、食品表示に限らず、国への要望が必要

な事項についての情報提供をお願いいたします。 
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１ 「新型インフルエンザ等緊急宣言」について 

 （ア）「新型インフルエンザ等緊急宣言」とは 

   新型インフルエンザ等緊急事態宣言とは、季節性インフルエンザに比 

べて重篤になる症例が国内で多く発生し、全国的な急速なまん延により、 

国民生活や国民経済に甚大な影響を及ぼす場合に、政府対策本部長（内閣 

総理大臣）が、①期間、②区域を特定して宣言するものです。 

① 期間は令和 2 年 4 月 7 日から 5 月 6 日までの 1 か月 

② 区域は埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、大阪府、兵庫県及び福

岡県 

となりました。 

     今後、都道府県知事は、より具体的な期間や区域を定め、不要不急の 

外出自粛や施設の使用制限の要請といった緊急事態措置を講ずること 

になります。 

 （イ）「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」の見直しについて 

   4 月 7 日に改正された上記基本的対処方針は、今後講じるべき対策を 4 

月 7 日時点で整理し、対策を実施するにあたっての統一指針です。 

（以下の URL から入手できます。） 

（http://www.cas.go.jp/jp/influenza/kihon_h(4.7).pdf） 

 基本的対処方針では、緊急宣言に至る経緯や感染症の発生状況や特徴、 

感染症の対処に関する全般的な方針について触れた上で、7 ページ以下に 

感染症対策の実施に関する重要事項として、情報提供・共有以下 6 項目を 

掲げています。 

 6 項目のうち（３）として掲げられているまん延防止のところでは、今 

後、地域指定された都府県が行う施設利用の制限や国民生活・国民経済の 

安定確保に不可欠な業務を行う事業者についての業務継続の考え方を示 

しています。 

 飲食料品の製造・加工等については上記方針の別添として、国民の安定 

的な生活の確保ということで、事業の継続が求められる事業者に位置付け 

られています。また、食品は特措法第４５条第２項に基づく施設利用の制 

限の対象外になっています。（同法施行令第１１条） 

 今後、指定都府県が具体的なまん延防止策に取組むことになります。 

 

http://www.cas.go.jp/jp/influenza/kihon_h(4.7).pdf
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２ 新型コロナウイルス感染症緊急経済対策について 

  ４月７日に閣議決定された緊急経済対策は財政支出で３９．５兆円、事業規

模で１０８．２兆円と過去最大規模となり、５本の柱からなっています。 

（資料は以下の URL から入手できます。） 

（https://www5.cao.go.jp/keizai1/keizaitaisaku/keizaitaisaku.html） 

  対策の最大の柱となるⅡ.雇用の維持と事業の継続では、やはり５つの柱が 

 立てられ、①雇用調整助成金の更なる拡充などの「雇用の維持」、②日本政策 

 金融公庫等による特別貸付等中小・小規模事業者や中堅企業・大企業の「資金 

 繰り対策」、③中小・小規模事業者等に対する新たな給付金などの「事業継続 

 に困っている中小・小規模事業者等への支援」④生活に困っている世帯に対す 

 る新たな給付金などの「生活に困っている世帯や個人への支援」⑤納税の猶予 

 制度の特例などの「税制措置」について示されました。 

  なお、農林水産省でも、新型コロナウイルス感染症に伴う経済対策として 

 総額５，４４８憶円に上る令和２年度補正予算について HP に公表していま 

す。（以下の URL から入手出来ます。） 

（https://www.maff.go.jp/j/budget/attach/pdf/r2hosei-1.pdf） 

 

３ 新型コロナウイルス感染症拡大に伴う食品表示規制の運用緩和について 

  今回の新型コロナウイルス感染症拡大により、中国産輸入原料の原料原産 

表示だけでなく、広範に食品表示上の問題が発生する懸念が高まっているこ 

ろから、昨日、理事長から消費者庁長官、農林水産省食料産業局長あてに別紙 

要望書を提出致しました。 

 

 

 

【本件のお問合せ先】 

企画調査部 武石 （takeishi@shokusan.or.jp 03-3224-2365）  

  橋本 (hashimoto@shokusan.or.jp 03-3224-2368) 

  池田 （ikeda@shokusan.or.jp 03-3224-2379） 

 

【国への要望の送信先】  

メールの場合： jfia-kikaku@shokusan.or.jp 

ＦＡＸの場合： ０３－３２２４－２３９８ 
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（別紙） 

 

 


